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1――概要 

21年 4月に執筆した基礎研レターでは日米欧の成長率を雇用者報酬の面から分析した。 

一方、家計の所得は労働所得以外にも資本所得がある。フランス出身の経済学者であるトマ･ピケテ

ィは著書「21世紀の資本」において、歴史的に見て一国の所得格差が拡大する一因として、資本所得

の収益率「ｒ」が所得全体の成長率「ｇ」を超える、つまり「ｒ＞ｇ」となっていたことを指摘して

いることは有名である。 

そこで本稿では、日本、米国、ユーロ圏における最近 20年間の家計の所得を、資本所得の観点から

掘り下げて分析したい。まずは日米欧の比較を行った上で、家計部門における「ｒ」と「ｇ」の関係

について確認してみたい。今回の調査・分析で得られた主な結果は以下の通りである。 

・労働所得（雇用者報酬）と資本所得（財産所得・営業余剰）という点で見れば、日米欧ともに労

働所得が可処分所得の大部分を占めるものの、米国やユーロ圏では資本所得の占める割合が日本

よりも大きい。 

・家計の正味資産（＝資産－負債）の規模を可処分所得対比で見ると、日本が約 9倍、米国は約 7.5

倍、ユーロ圏は約 8倍となっている。日本の正味資産（可処分所得比）が多いのは、高齢化の進

展と合わせるかたちで、資産が蓄えられてきたためと見られる。ただし、1人あたりの金額では、

米国が約 36万ドル、日本が約 20万ドル、ユーロ圏が約 17万ドルと米国が多い。 

・過去 20年間を見ると、家計の正味資産（資産－負債）の収益率は日本で低く、欧米で高い。要因

としては、欧米の家計が保有する金融資産のうち、高リスク高リターン資産の割合が日本より大

きいことや、同じ低リスク低リターン資産の国債などにも利回り格差があることが考えられる。 

・日米欧ともに家計の正味資産（資産－負債）の収益率は可処分所得の伸び率を上回っている。富

の集中が進みやすい状況と言えるが、米国と比べ日本やユーロ圏の正味資産の伸びは抑制されて

いる。この背景には高齢化の進展や所得再分配の効果があるものと考えられる。 

・格差については労働所得内での格差（高賃金と低賃金）、資産が一部の資産家に集中するといった、

分布の偏りに注目されることが多い。今後はこうした観点からの調査・分析も行っていきたい。  
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2――はじめに 

21年 4月に執筆した基礎研レター1では日米欧（欧はユーロ圏 19か国、以下も同様）の雇用者報酬

に関して、次のような点を確認した。 

日本では、90年代後半から足もとまでの 20年間のうち、前半 10年間は実質成長率が低下するとと

もにほとんど賃金上昇や物価上昇が見られない時期が続いた。後半 10年間でようやく年平均 1％を超

える賃金上昇が見られるようになったが、労働時間は減少しており、1 人あたりの賃金の伸びは時給

の伸びに比べれば抑制されていた。後半 10年間の物価（ＧＤＰデフレータ伸び率）もマイナス（デフ

レ）から脱却したが、伸び率は低かった。一方、米国やユーロ圏では年平均 2％以上の賃金（時給）の

上昇が続き、物価も安定したプラスの伸び率を維持してきた。 

上記の基礎研レターで確認しているように、経済成長や物価と雇用者報酬（＝賃金×雇用者数×労

働時間）には密接な関係があるが、家計の所得としては、労働所得以外にも資本所得がある。トマ･ピ

ケティが著書「21世紀の資本」のなかで、歴史的に見て一国の所得格差が拡大する一因として、資本

所得の収益率「ｒ」が所得全体の成長率「ｇ」を超える、つまり「ｒ＞ｇ」となっていたことを指摘

していることは有名である。 

そこで本稿では、日本、米国、ユーロ圏における最近 20年間の家計の所得について、資本所得の観

点から掘り下げて分析したい。まずは日米欧の比較を行った上で、家計部門における「ｒ」と「ｇ」

の関係について確認してみたい。なお、「21世紀の資本」（訳書）では「労働所得」と「資本所得」と

いう言葉が主に用いられているが、本稿では国民経済計算における、雇用者報酬、財産所得、営業余

剰（混合所得も含む、以下も同様）といった言葉も使っており、雇用者報酬が労働所得、財産所得お

よび営業余剰が資本所得に相当するものとして捉えている2。また、ピケティの著書では、もっぱら国

全体の労働所得と資本所得、あるいは民間部門の労働所得と資本所得を分析しているが、本稿では民

間部門のうち家計部門（対家計民間非営利団体を含む、以下も同様）のみを対象に分析している（例

えば民間でも企業部門は本稿では考察していない）。家計部門の資本所得としては、例えば財産所得と

して利子や配当による所得、営業余剰として個人企業の利益の取り分、持ち家の帰属家賃分などが含

まれている3。 

 

3――家計の財産所得・営業余剰 

まず、日米欧の家計可処分所得を労働所得（雇用者報酬）と資本所得（財産所得・営業余剰）に分

解する。通常、可処分所得と言う場合は政府に対する支払である税金や社会保険料を引いて考えるが、

政府からの受取である社会給付などの要素もあるため、税・社会保障関係の支払と受取が同額であれ

 
1 高山武士（2021）欧米でも日本化が進むのか？－日米欧の経済成長を雇用・所得の面から捉える」『ニッセイ基礎研レター』2021-04-08 
2 ピケティの著書では厳密には資本所得と混合所得などが異なる概念であることを指摘しているが、本稿では混合所得や営業余剰をいずれ

も資本所得に含めている。この資本所得にはいわゆるキャピタルゲインは含まれないが、ピケティは例えば収益率としてキャピタルゲイ

ン（キャピタルロス）を含めた数値を推計している。本稿では「資本所得」はキャピタルゲイン（含み益含む）を含まないが、後述する

内部収益率の計算ではキャピタルゲインを含んでいる（「資本所得」はインカムゲインに近い概念としている）。 
3 米国の国民所得・生産勘定（ＮＩＰＡ：National Income and Product Accounts）では営業余剰・混合所得と言う形で数値公表はされて

いないため、在庫・固定資本減耗調整の所有者所得（Proprietors' income with inventory valuation and capital consumption 

adjustments）および固定資本減耗調整の家賃所得（Rental income of persons with capital consumption adjustment）の合計を営業余

剰・混合所得としている。米国のストック統計については、利用可能データの都合上、ヘッジファンド等も含んでいる。ユーロ圏の営業

余剰・混合所得は付加価値から残りの項目を除いた残差として計算されており、誤差が多く含まれている可能性がある。 

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=67452?site=nli
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ば、マクロでみた可処分所得には影響がない。他方、マクロの家計全体で見て税などの支払が多けれ

ばマクロの可処分所得は減少、社会給付などの受取が多ければマクロの可処分所得は増加することに

なる。 

図表 1は 2019年における日米欧の家計の可処分所得構成比を見たもので、労働所得（雇用者報酬）、

資本所得（財産所得・営業余剰）と政府との支払および受取のネットを示している。 

図表 1からは家計の可処分所得のうち大きな要素を占めているのは日米欧のいずれも雇用者報酬で

あることが確認できる。ただし、日本の雇用者報酬が可処分所得の 90％以上を占めているのに対して、

米国では 70％、ユーロ圏では 85％と日本と比較して小さい。一方、利子や配当といった財産所得の可

処分所得に占める割合は日本が 8％、米国が 17％、ユーロ圏が 12％となっている4。 

つまり、経済全体で稼いだお金が家計に分配される方法としては、日本はほぼ雇用者報酬（給料な

ど）が主だが、米国やユーロ圏では利子や配当で分配される割合が日本と比較すると高い。 

次に、実際の所得規模を比較するために、可処分所得をドル換算し 1人あたり可処分所得にしたも

のが図表 2である。 

2019年の可処分所得（1人あたり）は日本やユーロ圏で 2万ドル台前半、米国は約 5万ドルとなる。

日本とユーロ圏は所得水準が同程度だが、米国は日欧の約 2倍の水準となっており、その差はかなり

大きい。したがって、米国では金額で見た財産所得額が大きく 2019年では 9000ドルを超える規模に

達している。 

（図表 1） 

 

（図表 2） 

 

 

4――家計の保有する資産・負債 

次に家計が保有する資産について調べたい。この家計が保有する資産から、第 3節で示した資本所

得（財産所得や営業余剰）が生み出されていると考えることができる。 

図表 3 は 2019 年の家計の保有している資産と負債について可処分所得比で見たもの、図表 4 はそ

れをドル換算の 1人当たり金額で見たものである。 

正味資産（＝資産－負債）の規模を可処分所得対比で見ると（図表 3）、日本が約 9倍、米国は約 7.5

倍、ユーロ圏は約 8倍となっている。 

日本において可処分所得対比の正味資産の割合が高いのは、高齢化の進展と合わせるかたちで、家

 
4 財産所得には金融資産の時価変動にあたる含み益は含まない。含み益については後程考察する。また、年金給付などについては税・給

付・その他に含まれるため、財産所得には含まれない。 
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計に資産が蓄えられてきたためと見られる。資産のうち非金融資産（家計の保有する実物資産で、そ

の大部分は住宅や土地）を除く、金融資産のみの割合で見てみると可処分所得対比では日米が 6倍前

後、ユーロ圏が約 4倍となっている5。 

1人あたりの金額では（図表 4）、正味資産では米国が約 36万ドル、日本が約 20万ドル、ユーロ圏

が約 17万ドルとなる。実物資産を除く金融資産の保有額としては、米国は約 29万ドル、日本が約 14

万ドル、ユーロ圏が約 8.5 万ドルである。日本の金融資産は、可処分所得比では多いものの、1 人あ

たりの金額では、米国が日本の 2倍以上を保有していることになる。 

（図表 3） 

 

（図表 4） 

 

 

5――正味資産の蓄積 

ここまで、2019年の家計の可処分所得や、正味資産の内訳を見てきた。この可処分所得と正味資産

には、可処分所得（フロー）のうち、消費として使われなかった部分が貯蓄となり、正味資産（スト

ック）として蓄積されていく、という関係がある。以下ではこの関係について確認していく。 

本稿では 1999 年末から 2019 年末までの 20 年間を分析対象とし（この間、ユーロ圏の構成国は変

化しているが 19 か国で固定している）、この 20 年間の正味資産の変化を見ると、図表 5 のようにな

っていることが分かる。 

（図表 5） 

 

（図表 6） 

 

 

 
5 なお、国民経済計算等のデータで金融資産として計上されている範囲には留意が必要。例えば日本の場合、年金のうち企業年金として年

金基金で運用されているものは、年金基金の予測給付債務に相当する年金受給権が家計の金融資産として計上される。一方、公的年金と

して社会保障基金に分類されるものは、将来の年金受給に相当する額は国民経済計算では計上されない。参考のため、図表 3・4において

日米欧でそれぞれ金融資産として計上されている保険・年金額を明示している。 
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20年間の正味資産の増加率は、日本で 4％、米国で 173％、ユーロ圏で 122％となっており、日本の

2019 年の正味資産額が 20 年前とほぼ同額であるのに対して、欧米では 2 倍以上に増加していること

が分かる。この 20年間の物価上昇率が異なっている点には留意が必要であり、ＧＤＰデフレータ計測

した 20年間の物価上昇率は日本で▲10.2％、米国で 47.0％、ユーロ圏で 36.7％となっている。ただ

し、こうした物価の状況を踏まえても欧米の正味資産の増加は顕著である。 

家計全体の経済力の観点からは、家計の正味資産は増えていく方が望ましいと言えるが、前述した

通り、高齢化が進む国では貯蓄が増えにくくなる6。また、正味資産を構成する金融資産については、

時価変動で増減する。欧米は家計が保有する金融資産のうち、株式等の高リスク高リターン資産の割

合が日本より大きい。そのため、リスク性資産の価格が上昇する状況においては正味資産が増えやす

くなる。日本の家計の正味資産があまり蓄積されない背景にはこうした理由があると見られる。また、

後述するように、正味資産の蓄積が進みやすいということは「資本家」に資産が集中しやすい状況に

なっている可能性があり、格差の観点からは必ずしも望ましいとは言えない点にも留意が必要と言え

る。 

さて、貯蓄や時価変動といった正味資産の増減についてデータでも確認したい。図表 6には、各国

ごとに 3つの棒グラフを示しており、左側に所得とその内訳、中央に所得の使用方法とその内訳、右

に正味資産の時価変動等を示している（20 年のフローの累計額を 1999 年末の正味資産額で割った割

合で示している）。中央に表示している所得の使用方法は、家計を考察しているため大半が消費となる。

そして、所得のうち消費として使われなかった部分が貯蓄となる。貯蓄の一部は住宅などの実物投資、

それ以外は預金などの金融投資となり、その貯蓄の形態は異なるが7、これらはいずれも正味資産の変

動要因（貯蓄がプラスの場合は正味資産の増加要因）と言える（図表 6の紫色の部分）。また、正味資

産自体の価値も時価変動等で変わり（図表 6の青色の部分）、この紫色と青色の部分を合計したものが

正味資産の変動となる。たとえば、20年間の日本の正味資産増加率の 4％は、貯蓄部分の 8％（図表 6

紫色）と時価変動部分の▲5％（図表 6の青色）に分解できる（合計が増加率に一致しないのは小数点

以下の誤差のため）。 

この図表 6からは先ほど述べた事項が確認できる。日本では高齢化の進展などにより、貯蓄が小さ

い（所得のほとんどが消費として使用されている）。また、正味資産の時価変動もほとんどない（やや

下落している）。一方で、米国では正味資産の増加率 173％のうち 122％が時価変動、52％が貯蓄とな

っている。米国では個人の消費意欲が強いと言われることも多いが、家計全体で見た貯蓄額も大きい

と言えるだろう。そして、時価変動等による正味資産の押し上げ額はさらに大きい。ユーロ圏も米国

と類似した状況にある。ただしユーロ圏の場合、図表 5からわかるように 2007年頃までの金融危機以

前とそれ以降の金融危機や欧州危機の期間では正味資産の蓄積ペースが大きく異なっている。 

 
6 すでに蓄積が進んでいる状態とも言える。1人の人で例えると、若いうちには働いて稼ぐほどには使わずに資産を貯め、高齢になったら逆

に働かずに資産を取り崩して消費を行うということに相当する。ある人が、金融資産を取り崩して消費を行う場合、そのサービスを提供

した人の収益（所得）となるため、金融資産がなくなってしまう訳ではない（移転されるだけである）ため、家計部門ではない企業部門

や政府部門の資産となる場合もあるが、国全体が高齢化して消費量が国内で生産できる量を上回る状況になると、金融資産は海外に移転

していることになる（海外からの純輸入が増えていることに相当する）。 
7 国民経済計算では、実物投資がいわゆる投資（固定資本形成）と呼ばれ、金融投資は純貸出／純借入（資金過不足）と呼ばれているもの

に相当する。金融勘定（金融資産の動き）と資本勘定（モノの動き）のそれぞれで純貸出／純借入が計算でき、それぞれの結果は必ずし

も一致しない（誤差が生じる）。図表の金融投資は金融勘定から計算したもので、消費額を逆算して求めており、消費額には誤差も含まれ

ている。また、消費や貯蓄は純額で示されており、固定資本減耗は含まれない。 
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6――正味資産の収益率 

ここまで所得（フロー）と資本所得を生み出す正味資産（ストック）、そしてフローとストックの関

係について見てきた。次に、正味資産から生み出される資本所得（財産所得や営業余剰）の収益率を

求めていきたい8。 

まず、時価変動は除いた、利子や配当に相当する資本所得（財産所得と営業余剰）、つまりインカム

ゲインのみに焦点をあて、その収益率を求めてみる。 

これは簡易的には、資本所得を（それを生み出す）正味資産で割れば得られる9。その結果が図表 7

で、日本では 2％台、欧米は最近では 4-5％程度で推移していることが分かる。この収益率の差として

は、先ほど指摘した通り、欧米でリスク性資産の割合が多いポートフォリオとなっていることが要因

として挙げられるだろう。また、例えば同じ低リスク資産の国債であっても、日米欧でその利回り水

準が違うことも収益率の差として生じると見られる（利回り水準が異なる要因としては、物価上昇率

の差などが指摘できる）。 

なお、収益率は米国でほぼ横ばい、ユーロ圏では低下基調にある（図表 7）ものの、収益率の計算式

の分母である正味資産が増加しているため（前掲図表 5）、資本所得というインカムゲインの金額でみ

ると増加傾向にある（図表 8）10。一方、日本は 1999年時点から減少している。 

図表 8からは米国の資本所得は高い伸びを記録していることがわかるが、この背景には、特に直接

金融における米国の資本市場の発達度合いが高く、金融取引が活発に実施されているという面がある

ように思われる。 

（図表 7） 

 

（図表 8） 

 

 

さて前節で見たように、正味資産の変動要因としては、欧米では時価変動等（キャピタルゲイン）

による部分が大きかった。そこで、利子や配当（インカムゲイン）に加え、時価変動等（キャピタル

 
8 資産から負債を除いた正味資産で考えているため、レバレッジの有無が収益率に反映される点には留意が必要。例えば、金融資産を年 2％

の収益で運用し、その原資をすべて年 1％の負債で賄ったとすると、ネットの投下資産がゼロにもかかわらず収益が生まれるので、利益

率は無限大になる。ただし、図表 3・4から分かる通り、家計負債の正味資産に対するシェアはそれほど大きくない。 
9 （期中の営業余剰＋ネットの財産所得）／（正味資産〔期初・期末の和半〕として簡易的に試算した結果。ピケティは「21世紀の資本」

でαを所得全体に占める資本所得割合、βを資本・所得比率（資本ストック／所得）とすると、資本の収益率ｒはα＝ｒ×βと表せると

しているが、この資本所得を（期中の営業余剰＋ネットの財産所得）とし、資本ストックを（正味資産〔期初・期末の和半〕）として、ｒ

を計算したものに相当する（ただしキャピタルゲインは除いている）。なお、期初・期末の資産・負債には時価変動等の変動が加味された

ものとなっている点に留意が必要。 
10 図表 7によるの（インカムゲインの）収益率の定義では、分母の正味資産は時価変動を考慮したものとなっている点に留意が必要。正味

資産の増加要因としては、投下資本の増加（貯蓄）だけでなく、時価変動による部分も含まれている。 
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ゲイン）も加味した収益率を以下の通り簡易的に求めた。 

まず、財産所得や営業余剰を正味資産からの分配とみなし、これらの分配が年央に一括して行われ

たとする。また期中の資産・負債の異動（追加投資や取り崩し）についてもすべて年央に 1回行われ

たと仮定する。そして日米欧の正味資産の 20年間の内部収益率（ＩＲＲ）を計算した11。 

この 20 年間の内部収益率を、先ほどのインカムゲインの収益率（20 年平均）とともに示したのが

図表 9である。 

日米欧の内部収益率を比較すると、さきほどのインカムゲインの収益率と同様に欧米で高く、日本

で低いことが分かる。特に欧米では内部収益率がインカムゲインの収益率よりかなり高いが、日本の

内部収益率はインカムゲインの収益率より低く、日本の場合は株や土地などの保有資産のキャピタル

ゲインがここ 20年間ではマイナスとなっている（つまりキャピタルロスとなっている）ことが示唆さ

れる。なお、日本の場合は 90年代後半から 2000年代前半の非金融資産の評価損が大きく、バブル崩

壊後の実物価格の低迷が収益率にかなり影響していると見られる。 

欧米でも金融危機において、実物資産や金融資産ともに価格の下落がみられたが、20年間の長期で

はキャピタルゲインを確保しており、内部収益率で見るといずれも 8％を超えている。 

（図表 9） 

 

（図表 10） 

 

 

7――「ｒ」と「ｇ」の関係 

最後に、ピケティの指摘する「ｒ」と「ｇ」の関係について見ていきたい。本稿の分析対象では、

正味資産の内部収益率が「ｒ」、可処分所得伸び率が「ｇ」に相当すると言える。 

図表 9の「ｒ」（左側の棒グラフ）と「ｇ」（丸印）を比較すると、いずれの地域でも「ｒ＞ｇ」の

関係にある。つまり、可処分所得の伸び率よりも内部収益率の方が高いため、正味資産の蓄積として

は資本所得（キャピタルゲイン含む）の効率が良いということになる。 

この「ｒ」だけを見ると、米国もユーロ圏もほぼ同水準にあるにもかかわらず、ユーロ圏の正味資

産は米国よりも蓄積されていない（前掲図表 5）。この理由を考えると、ユーロ圏では高齢化や税によ

る再分配のために、正味資産から得られた利益が再投資されるのではなく、消費に回っている可能性

が指摘できる。換言すれば米国では家計の利益が再投資されやすい環境にあるとも言える。 

つまり、正味資産の増加が進むためには、得られた所得を（消費せずに）貯蓄するか、正味資産自

 
11 正味資産の原資としては、財産所得や営業余剰として分配したもの（の一部）が再投資される他に雇用者報酬などの一部も再投資される

点には留意が必要。 
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体が時価変動等により増える必要があるため、時価変動等を無視すれば、所得を消費として使う経済

ほど正味資産は増えないことになる12。前述の通り、高齢化の進展は家計部門全体で見て貯めるより使

う（貯蓄するより消費する）傾向を強め、また、（高所得者より低所得者の消費性向の方が高いとすれ

ば）高所得者から低所得者への再分配も家計部門の貯蓄を減らし、消費する傾向を強める。ユーロ圏

で税による再分配が、可処分所得対比で見て米国より多額に行われていることは前掲図表 2の「税・

給付・その他」の受取および支払のそれぞれ規模から読み取ることができる。こうした高齢化や再分

配により消費が増えやすく（貯蓄が増えにくく）なっているため、収益率としては資本所得（キャピ

タルゲイン）の効率は良いが、再分配により正味資産を多く保有している人にさらに資産が集中しや

すい構造は緩和されていると見られる。 

日本の場合も、高齢化の進展や再分配の効果で、所得の集中を緩和している面があると見られる。

日本はそもそも「ｒ」の水準が欧米と比較してかなり低いので、直接的な比較は難しいが、家計部門

が貯蓄として金融資産や実物資産にまわしている割合13を比較すると、日本やユーロ圏の割合が、米国

と比べて小さいことは読み取れる（図表 10、ユーロ圏の場合は米国の貯蓄率が高まった金融危機以降

に逆転）。なお、ユーロ圏や日本でも足もとの家計の正味資産の増加ペースがやや加速しており、今後、

正味資産の蓄積が進む可能性は否定できない（前掲図表 5）。 

 

8――おわりに 

ここまで日米欧の可処分所得の内訳や正味資産について確認してきた。労働所得と資本所得（財産

所得・営業余剰）という点で見れば、日米欧ともに労働所得が可処分所得の大部分を占めるものの、

米国やユーロ圏では資本所得の割合が高く、また正味資産から生まれる所得（資本所得やキャピタル

ゲイン）の収益率も高いことが確認できた。 

正味資産の収益率と可処分所得の伸び率との比較では、日米欧ともに正味資産の収益率の方が高く

資本の集中が進みやすいと見られることが分かった。ただし、日本やユーロ圏では相対的に正味資産

の伸び率が抑制されている。この背景には高齢化の進展や所得再分配の効果があると考えられる。 

なお、上記では正味資産の収益率が高いと、資本が集中しやすい点を指摘したが、高い収益率自体

は悪ではないと考えている。上述したように、若い時代に労働所得を得て資産を蓄積し、高齢になっ

た場合に蓄積してきた資産を取り崩すという状況を考えた時には、収益率の高さは資産の増えやすさ

や高齢になった際に得られる所得の大きさに直結する。幅広い人が労働所得を得られない将来のため

に資産を蓄積しようとするのであれば、（高い収益率はリスクの高さに起因している面もあると見ら

れるが全体的には）高収益率という恩恵が、将来のために貯蓄する人に広く行きわたると言える。 

ただし、貯蓄を多くできる人ほど、また多くの資産を保有している人ほど、高収益による恩恵も多

いという点は事実である。さらに、資本から得られる収益が、労働から得られる収益よりも高くなれ

ばなるほど資本家優遇ということになる。格差の面からは、高い収益性を確保しつつ、労働分配と資

 
12 ここでは、あくまでも家計部門に限って考えている。経済全体としての正味資産が増えるか減るかは企業部門や海外部門などの他部門の

影響を受ける。 
13 家計の貯蓄（＝所得－消費）のうち、投資（実物資産の増加）とならない部分が金融資産の増加となるため、「金融資産や実物資産にま

わるお金」は、貯蓄と一致する。図表 10はいわゆる貯蓄率と類似する概念だが、計算式や誤差の関係で各国が算出している貯蓄率とは異

なる。各国の公表する貯蓄率の水準で見ても近年、日本＜ユーロ圏＜米国となっている点は同じである。 
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本分配のバランスを取ることにも配慮する必要があるように思われる。 

さらに、格差については労働所得内での格差（高賃金と低賃金）、資産が一部の資産家に集中すると

いった、分布の偏りに注目されることが多い（ピケティもこれらの点を分析している）。今後はこうし

た観点からの調査・分析も行っていきたい。 
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